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２　認定請求手続き

（１）認定請求書の作成
　　　災害が発生すると、被災職員等は基金に対して、任命権者を経由して公務（通勤）災害の認定請求を行い、基金支部長の認定を受けた上で、各種の補償請求を行うこととなります。
　　①　所属長の証明

　　　　所属長は、所属職員の災害発生状況を詳しく事実調査し、正確な状況を把握した上で証明を行います。

　　②　任命権者の意見

　　　　基金が公務又は通勤による災害であるかどうかを認定するに当たっては、任命権者の意見をきくこととされており、認定請求書に任命権者の意見を付す必要があります。

（２）認定

　　　支部長は、認定請求書の内容について審査し、その災害が公務（通勤）災害に該当するか否かを認定し、認定通知書２部（任命権者用１部、被災職員用１部）を任命権者へ送付します。
認定請求に必要な書類は、次のページに記載しています。

公務災害・通勤災害の認定請求に必要な書類一覧

公務災害・通勤災害の認定請求に必要な書類一覧


３　療養補償の請求手続き
　　公務（通勤）災害と認定された場合は、認定通知書とともに、医療機関及び薬局に提出する「療養の給付請求書」又は「療養補償請求書」が送付されますので、次のように手続きを行ってください。

（１）指定医療機関（98ページに一覧表掲載）で治療を受けた場合

　　　被災職員は、「療養の給付請求書」に必要事項を記入、押印して、指定医療機関に提出してください。

（２）指定医療機関以外で治療を受けた場合

　　①　医療機関等に療養費の支払いを待ってもらっている場合（136ページ参照）
　　　　災害が発生し、医療機関等を受診したときに、公務（通勤）災害の手続きを取ることを申し出て、療養費の支払いを待ってもらっている場合には、「療養補償請求書」の「補償費用の受領委任」欄の他、必要事項を記入、押印し、医療機関等に提出してください。（療養期間が長い場合は、月毎に提出が必要となります。）

　　②　被災職員が療養費を支払っている場合（139ページ参照）
　　　　「療養補償請求書」の「療養補償明細欄」及び「証明欄」に医療機関等の証明を受けるか、又は医療機関等のレセプトを添付し、領収書の原本も添付して、必要事項を記入、押印し、所属を経由して基金支部に提出してください。
　　　　・装具、個室・上級室使用、タクシー使用等は医師の証明が必要です。
　　　　・診断書料は原本を基金に提出している分に限ります。（原則１通のみ）

　　　基金支部は、提出された療養補償の請求を審査し、医療機関、薬局、被災職員に療養の費用を支払います。

　　　なお、公務（通勤）災害と認定されなかった場合は、通常、共済組合員証（治療費の３割自己負担）により治療を受けることとなります。
４　治ゆの報告と認定

　　公務又は通勤災害による傷病が治ゆした場合には、被災職員は所属長及び任命権者を経由して、治ゆ報告書（記載例148ページ）を提出してください。（療養の現状に関する資料にすでに記載した場合は必要ありません。）
　　「治ゆ」には、一切の医療処置を必要としなくなった全治、全快（完全治ゆ）のみでなく、何らかの症状を残して「症状固定」の状態に至った場合を含みます。つまり、医学上一般的に認められる治療方法では療養の効果が期待できず、傷病の症状が固定した状態になったときは、たとえ、なお身体に疼痛等の症状障害が残り、それに対しての対症療法（一時的に痛みを抑えるだけの治療）が行われている場合でも、当該傷病は治ゆしたことになります。
　　［治ゆの例］

	・骨折や頸椎捻挫等でしびれや痛み等の神経症状は残っているが、対症療法だけを行う状態になったとき。

・腰痛の既往症や基礎疾患（椎間板ヘルニア・脊椎すべり症・変形性脊椎症等）の
ある職員が、急性期の痛みがなくなり慢性的な痛みが残っている状態になったとき。


　　　なお、治ゆ後、対症療法、経過観察等のため通院が必要な場合は、共済組合員証により受診することになります。
　　　また、則別表（152ページ「障害等級早見表」参照）に定める程度の障害が残った場合は、障害補償の対象となります。（障害補償を受けようとする者は、任命権者を経由して障害補償年金（又は一時金）請求書を提出することとなりますので、基金支部にご相談ください。）

５　追加・再発の認定手続き
（１）追加の認定

　　　公務災害又は通勤災害の認定請求を行った後に、当初の災害と同一の事由に起因する傷病名が追加して診断された場合には、追加の認定手続きが必要です。

・当初の診断で分からなかった傷病が、その後の精密検査等の結果で判明したとき

（本来診断されているべき傷病名が、当初の診断書に記載されていなかったときを含む）

・既に認定請求をした傷病に起因して、療養中に新たに別の傷病が発生したとき

（２）再発の認定
　　　公務又は通勤により生じた傷病がいったん治ゆした後に、その傷病又はその傷病と相当因果関係をもって生じた傷病に関し、再び治療を必要とするに至ったときは、傷病の再発として取り扱います。
　　　再発の認定には、通常の公務又は通勤災害と同様の認定手続きが必要です。

高知県内にある基金の「指定医療機関」
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